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死亡・相続ワンストップサービスが目指す全体像
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○ (1) 行政手続を見直して、遺族が行う手続を削減し、 (2)故人の生前の情報をデジタル化し、死後、当該情報を、

信頼できる第三者により相続人であることを電子的に認証された遺族が、死亡・相続の手続に活用できるように

することで、遺族の負担を軽減するとともに、(3)死亡・相続に関する手続の総合窓口を自治体が円滑に設置・運

営できるように支援することで、自治体が精神的・経済的に支えを失った遺族に必要な支援を行えるようにする

ことを目指す。

（出典：死亡・相続ワンストップサービス実現に向けた方策のとりまとめ２０１８）
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行政手続の見直し（遺族が行う手続の削減）

◯死亡に関する手続（死亡届及び死亡診断書（死体検案書）の提出）をオンラインで完結する仕組み
の構築に向けて、法務省・厚生労働省と共に検討を開始。

◯戸籍法施行規則について、死亡の届出に当たっての診断書又は検案書の添付を省略することを可能
とする規定を新たに設ける改正を令和３年４月に予定し、法制度上の制約がないことを確認。

◯法務省、厚生労働省と共に令和３年度内に課題を整理の上、速やかに対応する。既存のツールの活
用が可能な取組等については、実現できるものから順次措置し、必要な見直し、整備を行う。

将来的な死亡届・死亡診断書の電子化のイメージ（案）

＜令和元年度厚生労働省行政推進調査事業費補助金「死因究明等の推進に関する研究」で
提案された電子化のイメージを簡略化したもの＞

<遺族等>

<医師>

（遺族の求めに応じ）
登録サーバーに死亡診断

書をアップロード
「アクセスコード」

を発行

<市区町村>

＜登録サーバー＞

死亡届に「アクセスコー
ド」を添付して提出

「アクセスコード」で
死亡診断書を
ダウンロード

戸籍を抹消

死亡診断書

※「アクセスコード」を用いてダウンロード

※自治体共通

令和3年度実施予定の実証的運用のイメージ（案）
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【戸籍情報連携システムのイメージ】※令和５年度末構築予定

◯法務省において、行政機関への電子的な戸籍記録事項の証明情報の送付を可能とする仕組み（戸籍
電子証明書）を検討しており、令和５年度末に開始予定

◯内閣官房と法務省において、同仕組みの活用や遺族が故人の相続人であることを電子認証できるよ
うな仕組み等、法定相続人の特定に係る遺族等の負担軽減策に関する検討を行う

信頼できる第三者により相続人であることを電子的に認証する仕組み

2021年度

（令和３年度）

2022年度

（令和４年度）

2023年度

（令和５年度）

2024年度

（令和６年度）

2025年度

（令和７年度）

戸籍電子証明書の効果的利用方策に係る
設計・開発

必要となる
機能等について
検討・整理

関連システムの開発・改修・実証事業 本格運用試行運用

自
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エンディングノートのデータ標準α版の提供について

データイメージ

共通項目

協調項目

独自項目

医
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護
関
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デ
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各種手続きに必要となる個人を表
すデータ
例：氏名、生年月日、現住所など

遺族が行う手続きで利用想定され
るデータ

例：金融機関、電気、ガス、水道と
いった契約情報など

サービス事業者独自の項目やデータ
例：Webサービスの利用情報、趣味
趣向や自分史など

例：血液型や病歴、
アレルギー情報など

例：訃報連絡先や
宗教、お墓の情報など

例：年金、保険や
ライフラインサービスの情報など

例：不動産や有価証券、
ペットに関する情報など

◯個人の生前の情報を、死後、遺族に電子的継承する仕組みとして、エンディングノートのデータ標
準の作成に令和２年度着手。

◯令和元年度末にエンディングノートをサービス提供している事業者に対して実施した調査をもとに、
1,700を超える項目から共通項目、協調項目及び独自項目に整理し、令和２年度末にデータ標準α
版の提供開始予定。

◯デジタルで記録するエンディングノートの拡大にあたり、業界におけるインターオペラビリティ※

を高め、更なる市場の拡大や競争環境の確保を目的に、データの項目および形式に関する標準α版
をCIOポータルへ掲載し提供するもの。

【エンディングノートとは】
・自分の終末期や死後について、その方針などを書き留めておくノート（三省堂「大辞林 第三版」）。
・遺言書と異なり、形式・内容は自由だが、法的な拘束力はない。
・エンディングノートがあると、遺族は、死亡・相続手続を円滑に行うことが可能となる。

※インターオペラビリティ：
異なるサービスやプログラム同士が、共通の規則やルール
を通じて、それぞれでのデータ加工などを要することなく、
相互にデータのやり取りを行えるような状態を表す概念で
ある。相互運用性。
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「おくやみコーナー設置自治体支援ナビ」の導入支援
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おくやみコーナー設置自治体数
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平成３０年度 令和元年度 令和２年度

※令和2年度実績は令和3年1月5日～2月3日の自治体調査回答から集計

（令和2年度実績は総合窓口方式の自治体数も含む）

※令和元年度迄は内閣官房IT室調べの実績

「おくやみコーナー」
設置自治体数は
全国的に増加

「支援ナビ」を活用したおくやみコーナー

北海道旭川市

◯令和２年５月に「おくやみコーナー」を設置するために必要な事項を記載した「おくやみコーナー
設置ガイドライン」及び「おくやみコーナー設置自治体支援ナビ」の提供を開始。

◯令和２年末時点の 「おくやみコーナー」設置自治体数は１６９自治体。

山梨県笛吹市



2020年度（令和２年度） 2021年度

（令和３年度）

2022年度

（令和４年度）７月 ９月 １２月 ２月

ワンストップサービス今後のスケジュール

子育て・介護

実サービス検証
（電気・ガス・水道等のオンライン完結）

引越し

住基法等改正法制度改正等方針検討

オンライン本人確認手法の検討
（金融機関等）

実サービス検証結果のとりまとめ

自治体実証実験・ＢＰＲ検討
自治体手続
ワンストップ化

ワークショップ
（金融機関等）

対象業種・手続の拡大
厳格な本人確認が伴う手続きのワンストップ化拡充

J-LISによる最新の基本４情報（氏名、生年月日、性別及び住所）の提供スキームの活用

死亡・相続

フェーズ１（オンライン・ワンストップ化）のサービスイン

フェーズ２（クラウドを活用した新しいデータ授受）の検討 フェーズ２（クラウドを活用した新しいデータ授受）のサービスイン
社保税

厚労省より
事務連絡
発出

申請フォーム（ひな形）の利用状況等を確認し
つつ、更なる対応を検討

介護OSS対象11手続について、
標準様式・申請フォーム（ひな形）を

マイナポータルにプリセット

子育てOSS等対象18手続の、
標準様式・申請フォーム（ひな形）

について各省調整

順次マイナポータルへのプリセット実施
各手続原課より事務連絡を発出

死亡に関する手続（死亡届及び死亡診断書
（死体検案書））をオンライン完結する
仕組み構築に向けた法制度上の対応

エンディングノートの標準項目検討

おくみコーナー設置支援
支援ナビ等使
用状況調査

改善策検討・
自治体ヒアリング

とりまとめ
・CIOポータル掲載

取りまとめられた課題・方策整理方針に
沿った実運用方策検討

全国のおくやみコーナー設置状況状況等を確認しつつ、
更なる対応を検討

エンディングノート提供事業者等にヒアリング調査を行い、
必要に応じて更なる対応を検討

戸籍電子証明書の効果的利用方策、
必要となる機能等について検討・整理

関連システムの開発・改修・実証事業

フェーズ１（オンライン・ワンストップ化）の検討

課題・方策整理

死亡診断書の電子的な提出について実証的な運用
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